
防衛研究所達第１号 

 防衛省行政文書管理規則（平成２３年防衛省訓令第１５号）第４条第３項の規

定に基づき、防衛研究所行政文書管理規則を次のように定める。 

   平成２９年３月９日 

 

                       防衛研究所長 中村 範明 

 

防衛研究所行政文書管理規則 

 

 防衛研究所における行政文書の管理に関する達（平成２３年防衛研究所達第

２号）の全部を改正する。 

 

改正 平成２９年１１月１日 防衛研究所達第５号 

改正 平成３０年 ４月１日 防衛研究所達第４号 

改正 平成３０年８月３１日 防衛研究所達第５号 

改正 令和元年 ９月２０日 防衛研究所達第１号 

改正 令和２年１２月２１日 防衛研究所達第１０号 

 改正 令和３年 ５月２８日 防衛研究所達第３号 

改正 令和４年３月３１日 防衛研究所達第２３号 

改正 令和４年５月２４日 防衛研究所達第５０号 

改正 令和５年５月１５日 防衛研究所達第３号 

改正 令和６年６月１０日 防衛研究所達第１８号 
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第１章 総則 

（適用） 

第１条 防衛研究所における文書の処理及び管理については、別に定めるものの

ほか、この達の定めるところによる。 

（機関等副主任文書管理者補） 

第２条 防衛研究所における機関等副主任文書管理者補は、企画部総務課長とす

る。 

（文書管理者） 

第３条  防衛研究所における文書管理者は、別表第１のとおりとする。 

（文書管理担当者等の指定及び解除） 

第４条 文書管理者は、文書管理担当者及び文書管理担当者の補助者を指定又は

解除したときは、別紙様式第１により、機関等主任文書管理者へ報告するもの

とする。 

（機関等監査主任者） 

第５条 防衛研究所における機関等監査主任者は、副所長とする。 

（機関等監査主任者補助者の指定及び解除） 

第６条 機関等監査主任者は、機関等監査主任者補助者を指定又は解除した際は、

別紙様式第２により、機関等主任文書管理者へ報告する。 

（簿冊） 

第７条 企画部総務課（以下「総務課」という。）は特殊郵便受付簿を備え付ける



ものとする。簿冊の様式は、別紙様式第３のとおりとする。 

 （印） 

第８条  文書管理者は、受付印及び契印を備え付けるものとする。印の様式は、

別紙様式第４の例によるものとする。 

（用紙） 

第９条  防衛研究所において定める起案用紙及び供覧用紙の様式は、別紙様式第

５及び別紙様式第６のとおりとする。 

 

第２章 接受 

（受領等） 

第１０条 文書は、総務課において受領するものとする。 

２ 総務課において受領した文書は、当該事務を所掌する企画部（総務課又は企

画調整課）、政策研究部、理論研究部、地域研究部、教育部、戦史研究センタ

ー、特別研究官（国際交流・図書担当）又は特別研究官（政策シミュレーショ

ン担当）（以下「部等」という。）に配布するものとする。 

３ 書留郵便、配達記録郵便及び内容証明郵便若しくはこれらに準ずるものを受

領したときは、特殊郵便物受付簿に所要事項を記入のうえ、該当事務を所掌す

る部等に配布する。 

 （接受） 

第１１条 部等は、文書（総務課から受領した文書を含む）を接受したときは、

文書管理システムを用いて受付番号を付与し、受付記録を入力し、保存するも

のとする。ただし、当該文書に日米相互防衛援助協定等に伴う秘密保護法（昭

和２９年法律第１６６号）第１条第３項に規定する特別防衛秘密、特定秘密及

び秘密保全に関する訓令（平成１９年防衛省訓令第３６号）第２条第１項に規

定する秘密及びこれらの指定が予想されるものが含まれる場合、その他の該当

文書を文書管理システムに保存することができない事由がある場合には、当該



文書に受付を行った旨の表示を行うものとする。 

２ 部等は、前項の規定により受付を行った旨の表示を行うに当たっては、別紙

様式第４の例によるものとする。 

３ 部等は、当該文書が他の部等に関係があるときは、当該文書の回覧又は写し

の送付等適切な措置を講じなければならない。 

 

第３章 起案、合議及び審査等 

 （起案文書の作成） 

第１２条 文書の起案は、起案すべき事項に関する事務を所掌する部等（以下「主

管部等」という。）において行う。 

２ 発簡番号を付与することが必要な文書を起案する場合又は重要な案件若しく

は決裁過程を明確にする必要のある案件を起案する場合には、文書管理システ

ムを用い、１項目ごとに簡明な件名を付し、決裁を受ける事項を的確に記載す

るものとする。ただし、防衛省行政文書管理細則（防官文第６１４７号。令和

４年３月３０日）（以下「細則」という。）第３章第２第１項第２号の規定に

より文書管理システムによらないで起案する場合は、別紙様式第５の起案用紙

又は文書管理システムから印刷した用紙（以下「起案用紙」という。）により

起案することができるものとする。 

３ 第２項に規定する件名を付するに当たっては、第３０条第２項の規定を踏ま

えたものとしなければならない。 

４ 法規等に基づいて起案する場合には、その根拠となるべき法規等の必要な部

分を必ず添付するものとする。 

 （打合せ等の記録の作成等） 

第１３条 防衛省行政文書管理規則（平成２３年防衛省訓令第１５号）（以下「訓

令」という。）第１３条第２項に規定する打合わせ等の記録については、文書

を作成するものとする。 



２ 訓令第１４条第１項に規定する文書の作成に当たっては、文書管理者及び文

書管理担当者の確認を経るものとする。 

３ 前項に示す文書においては、訓令第１４条第２項の規定により出席者等への

確認を経て正確性を確保するものとし、細則第１章第２第４項第１号から第３

号により文書を作成するものとする。 

（合議） 

第１４条 起案文書の内容について、他の部等の所掌事務と関係がある場合は、

当該部等に合議するものとする。 

２ 起案文書の内容について、関係のある他の部等が了知すれば足りる場合は、

決裁後に当該部等に供覧し、又はその内容を通知するものとする。 

３ 合議は、当該内容に関係の深い部等から順次行うものとする。ただし、関係

のある部等が多いときは、同時に合議することができるものとする。 

４ 合議先は、必要最小限とし、起案前において、関係のある部等に対して意見

照会を行い、あらかじめ案件の内容について実質的な了承を得た場合には、了

承したことを示す文書を添付することにより、合議を省略することができるも

のとする。 

（訂正） 

第１５条  合議先において起案文書の訂正を要すると認めるときは、主管部等及

び必要のあるときはその他の部等と協議するものとし、必要に応じ訂正後の起

案文書により再度合議するものとする。 

２ 主管部等と協議の上、起案用紙を用いる起案文書の内容を訂正したときは、

訂正者がその箇所に押印しなければならない。 

（廃案又は修正をした場合の合議先への通知） 

第１６条 起案文書が廃案となり、又は重要な修正が加えられた場合には、その

旨を既に合議を終えた合議先に通知しなければならない。 

（文書の審査） 



第１７条 文書管理システム又は起案用紙を用いる起案文書であって、防衛研究

所長（以下「所長」という。）の決裁を要するもの及び所長名、副所長名、研

究幹事名又は部等の長名をもって防衛研究所外に発簡するものは、総務課の文

書審査担当者を経由して企画部総務課長（以下「総務課長」という。）の審査

を受けなければならない。ただし、次のものは、当該文書審査担当者を経由し

ないことができる。 

（１）秘密の保全を要するもの（人事上の注意を要するものを含む。） 

（２）会計法規等による官職名で発簡するもの 

 （決裁） 

第１８条  起案文書の決裁は、関係ある部等の合議を経た後審査を経て、当該事

案について権限を有する者又は防衛研究所における専決及び代決に関する達

（昭和５１年防衛研修所達第２号）別紙の規定により専決の権限を与えられた

者が行う。 

 （再度決裁を経ない決裁終了後の決裁文書の修正の禁止） 

第１９条 再度決裁を経ない決裁終了後の決裁文書の修正の禁止 

（１）決裁文書の内容を決裁終了後に修正することは、修正を行うための決裁

文書を起案し、改めて順次決裁を経ること（以下「修正のための決裁」と

いう。）をしなければ、これを行ってはならない。 

（２）修正のための決裁には、当初の決裁文書からの修正の箇所及び内容並び

に修正の理由を記した資料を添付しなければならない。 

（３） 決裁文書のうち、行政機関の意思決定の内容そのものが記載されている、

直接的な決裁対象となる行政文書（以下「決裁対象文書」という。）につ

いて修正を行った場合、その原本は、修正のための決裁により修正が行わ

れた後の決裁対象文書とする。 

（４）決裁文書のうち、決裁対象文書又は当該決裁の属性情報（件名、発簡番

号、伺い文等）について修正のための決裁を行った場合であって、決裁対



象文書を施行する必要があるときには、次に掲げる修正のための決裁が終

了した時期の区分に応じて、それぞれに掲げる発簡番号及び施行日により

施行することとする。 

ア 当初の決裁対象文書の施行日前 当初の決裁における発簡番号及び

施行日 

イ 当初の決裁対象文書の施行日以後 修正のための決裁における発簡

番号及び施行日 

（５）修正の対象が当該決裁を説明する参考書類のみの場合であって、決裁対

象文書を施行する必要があるときには、当初の決裁における発簡番号及び

施行日により施行することとする。 

（６）修正の内容が、客観的に明白な計算違い、誤記、誤植又は脱字など軽微

かつ明白な誤りに係るものである場合には、第１号の規定にかかわらず、

修正のための決裁に係る手続を、修正を必要とした決裁文書の決裁者から、

合議先の者を省略することができる。ただし、第１７条で規定する文書審

査担当者及び総務課長は、決裁者から省略することはできない。 

 （決裁後の処理） 

第２０条 起案用紙を用いる起案文書については、決裁終了後、総務課において、

必要な合議その他の正当な手続きによる決裁を経ていること等を確認の上、別

紙様式第４の例により決裁済である旨の表示を行い、起案者に返却する。 

２ 文書管理システムを用いた起案文書については、決裁終了後、主管部等にお

いて、必要な合議その他正当な手続きによる決裁を経ていること等を確認の上、

決裁文書の内容を確定するための処置をするものとする。 

 （供覧） 

第２１条  供覧文書は、起案文書の手続きに準じて処理するものとする。ただし、

文書管理システムを用いて供覧することが困難である場合は、供覧用紙を使用

するものとする。 



 

第４章 文書の施行 

 （発簡者） 

第２２条  防衛研究所における文書は、所長名をもって発簡するものとする。た

だし、所長の定めた方針に基づく細部事項その他の軽易な事案については、そ

の掌握事務に従い部等の長名で発簡することができる。 

２  前項の規定にかかわらず、会計法規等の規定により発簡するものは、会計機

関の官職名を用いて発簡するものとする。 

 （人事発令以外の個別命令） 

第２３条  防衛省における文書の形式に関する訓令第１０条第２項に示す人事発

令以外の個別命令の発令者は、所長とし、発令事項は、次の各号に掲げるとお

りとする。 

（１）配置指定及び臨時勤務 

（２）自衛隊法施行規則（昭和２９年総理府令第４０号）第７２条第１項によ

る勤務停止 

（３）自衛隊法（昭和２９年法律第１６５号）第４７条第２項による停職中の

職務従事 

（４）居住場所の指定、解除及び取消し 

（５）委員、懲戒補佐官、調査官等の指名、解除及び取消し 

（６）会計法規上の職務の付加 

（７）教育講習等の受講 

（８）その他各号に準ずる事項 

２  命令に付する発令者の略号は、「防研」と記載する。 

 （発簡番号） 

第２４条  決裁の終わった起案文書は、主管部等において文書管理システムを用

い発簡番号を付与するものとする。 



２  発簡番号は、別表第１のとおりとする。 

３ 発簡番号は、決裁の順序により号を追うものとして、暦年ごとに更新する。 

 （浄書） 

第２５条 発簡番号を付した原義は、次の各号のとおり処置を行うものとする。 

２ 文書管理システムを用いた起案の場合は、当該システムを用いて浄書し保存

するものとする。 

３ 起案用紙を用いた起案の場合は、必要部数を浄書し、そのうち１通を控えと

して原義とともに保管するものとする。 

 （認証） 

第２６条 第２４条の規定により発簡番号を付した文書（電磁的記録を除く。）

への公印及び契印の押印については、発簡者名の下に「（公印省略）」と記載

することにより、これらを省略することができる。ただし、防衛省（防衛装備

庁を含む。）外の宛先からの求めがある場合には、防衛研究所の公印に関する

達（昭和４８年防衛研修所達第３号）第９条に規定する保管責任者が公印及び

契印を押すものとする。 

２ 前項の規定は第２４条の規定により発簡番号を付与した電磁的記録について

準用する。この場合、「公印」とあるのは「電子署名」と、「防衛研究所の公

印に関する達（昭和４８年防衛研修所達第３号）第９条に規定する保管責任者

が押す」とあるのは、「細則第１章第１第３項第２号に掲げる機関等文書管理

総括課（企画部総務課）において電子署名を行うものとする。」と読替える。 

 

第５章 整理保存 

 （整理保存の方法） 

第２７条  作成又は取得した文書は、法令等の定めにより紙媒体での保存が義務

付けられている場合、電子的管理によってかえって業務が非効率となる場合等

を除き、電子媒体により体系的に管理することを基本とする。 



２ 第１９条第１号に規定する修正のための決裁を行った場合は、当初の決裁文

書と修正のための決裁文書の保存期間満了日は同一とすることとし、これらの

決裁文書の原本は、原則として一つの行政文書ファイルに保存することとす

る。 

（標準文書保存期間基準等） 

第２８条 細則第１章第３第１項第１号から第３号の規定による防衛研究所にお

ける共通的な文書保存期間基準（以下「防衛研究所保存期間基準」という。）

は、別表第２とし、毎年１回、又は必要と認める場合には随時改定を行うもの

とする。 

２ 文書管理者は、訓令第１７条及び細則第１章第３第１項第４号から第８号の

規定による標準文書保存期間基準を細則付紙様式第９により作成し、又は改正

した場合は、機関等副主任文書管理者に通知するものとする。 

３ 前項の標準文書保存期間基準の作成に当たっては、別表第２の防衛研究所保

存期間基準を参酌し、必要な修正を加えるものとする。 

４ 訓令第１７条第７項第１号から第６号に規定する文書においては、保存期間

を１年未満に設定することができる。 

５ 文書管理者は、訓令第１７条第７項第１号から第６号に規定する文書に該当

しない保存期間を１年未満とする行政文書ファイル等を廃棄しようとすると

きは、同条第５項、第６項及び第８項に該当しないことを確認した上で廃棄す

るものとする。この間、別に示す要領により機関等主任文書管理者に報告する

ものとする。 

 （事務の引継ぎ） 

第２９条 細則第１章第４第５項第２号に係る引継報告書の提出先は、機関等副

主任文書管理者とする。 

 （行政文書ファイル管理簿） 

第３０条 文書管理者は、少なくとも年１回、管理する行政文書ファイル等（保



存期間が１年以上のものに限る。）の現況について、公文書等の管理に関する法

律施行令（平成２２年政令第２５０号）第１１条第１項各号に掲げる事項を、

行政文書ファイル管理簿に記載しなければならない。 

２ 前項の記載に当たっては、行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平

成１１年法律第４２号）第５条各号に規定する不開示情報を明示してはならな

い。 

３ 文書管理者は保存期間が満了した行政文書ファイル等について、独立行政法

人国立公文書館等に移管し、又は廃棄した場合は、当該行政文書ファイル等に

関する行政文書ファイル管理簿の記載を削除するとともに、その名称、移管日

又は廃棄日等について、移管・廃棄簿に記載しなければならない。 

（文書管理情報等） 

第３１条 職員は、行政文書を作成したときは、細則第１章第２第５項第１号に

基づき、作成日の属する年度その他これに準ずる期間及び文書管理者の属する

課等、部隊等その他の部署の名称を別紙様式第７により記載するものとする。 

２ 職員は、行政文書を作成又は取得したときは、細則第１章第２第５項第２号

に示す行政文書への文書管理に必要な情報を前号により記載するものとし、細

則第１章第２第５項第２号アからウに該当する場合は、この限りではない。 

３ 細則第１章第２第５項第４号による機関等主任文書管理者が定める行政文書

を配布する場合に用いる標準的な表示様式は別紙様式第８とする。 

 （行政文書ファイルの保存要領等） 

第３２条 行政文書ファイルの保存要領等は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）紙媒体の行政文書保存場所及び方法は、細則第２章第１の各号の規定に

基づき、共用の保存場所に保存するものとする。 

（２）電子媒体の行政文書、細則第２章第２第１項の規定により行政文書化し

た電子媒体及び意思決定や事務及び事業の実績の合理的な跡付けや検証に

必要となる行政文書に該当する電子メールの保存場所及び方法は、細則第



１章第４第１項各号の規定に基づき、共用の保存場所（共有フォルダ等）

に保存するものとし、細則別図の例により管理しやすい構造とするものと

する。 

（３）細則第１章第４第２項に示すウェブサイトに掲載した情報及びＳＮＳで

発信した情報の行政文書ファイル管理簿への記載は、企画部長が行うもの

とする。 

（４）細則第１章第４第１項第１号オに規定する業務システムの管理の方法は

別に示す。 

（５）個人的な執務の参考資料の電子媒体については、個人用フォルダに保存

するものとする。 

 

   第６章 雑則 

 （委任規定） 

第３３条 この達に定めるもののほか、この達の実施に関し必要な事項は、企画

部長が定める。 

 

 

   附 則（平成２９年３月９日防衛研究所達第１号） 

１ この達は、平成２９年４月１日から施行する。 

２ この達施行の日前に使用していた受付印については、この達の改正後の受付

印の様式にかかわらず、この達の施行の日以後、当分の間、これを使用するこ

とができる。 

   附 則（平成２９年１１月１日防衛研究所達第５号） 

この達は、平成２９年１１月１日から施行する。 

   附 則（平成３０年４月１日防衛研究所達第４号） 

この達は、平成３０年４月１日から施行する。 



   附 則（平成３０年８月３１日防衛研究所達第５号） 

この達は、平成３０年９月３日から施行する。 

   附 則（令和元年９月２０日防衛研究所達第１号） 

１ この達は、令和元年１０月１日から施行する。 

２ この達施行の日前に使用していた受付印及び決裁印については、この達の改

正後の様式にかかわらず、この達の施行の日以後、当分の間、これを使用する

ことができる。 

３ この達施行の日前に総務課において一括保存している研究所達及び例規通達

に関する起案文書の原本は、引き続き総務課において保管することができる。 

   附 則（令和２年１２月２１日防衛研究所達第１０号） 

この達は、令和３年１月１日から施行する。 

  附 則（令和３年５月２８日防衛研究所達第３号） 

この達は、令和３年６月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月３１日防衛研究所達第２３号） 

この達は、令和４年４月１日から施行する。 

   附 則（令和４年５月２４日防衛研究所達第５０号） 

この達は、令和４年５月２４日から施行する。ただし、第２９条の規定は、令

和４年４月１日から適用する。 

附 則（令和５年５月１５日防衛研究所達第３号） 

この達は、令和５年５月１５日から施行する。ただし、第２９条の規定は、令

和５年４月１日から適用する。 

附 則（令和６年６月１０日防衛研究所達第１８号） 

この達は、令和６年６月１０日から施行する。ただし、第２８条の規定は、令

和６年４月１日から適用する。 

 



 
 

別紙様式第１（第４条関係） 
発 簡 番 号 
年  月  日  

 機関等主任文書管理者 
防 衛 研 究 所 長  殿 

 
文 書 管 理 者 

○  ○  ○  ○    
（公印省略） 

 
文 書 管 理 担 当 者 等 指 定 簿 

 
 

整理番号 指定職務 所属 
役職 階級等 氏  名 指定年月日 解除年月日 備 考 

        

        

        

        

        

        

 



 
 

別紙様式第２（第６条関係） 
発 簡 番 号 
年  月  日  

 機関等主任文書管理者 
防 衛 研 究 所 長  殿 

 
                                                                                           機関等監査主任者 
                                               副  所  長    

（公印省略）      
 

機 関 等 監 査 主 任 者 補 助 者 指 定 簿 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

整理番号 所  属 階級等 氏  名 指定年月日 解除年月日 備 考 

       

       

 



 
 

別紙様式第３（第７条、第１０条関係） 
 
 
 

特 殊 郵 便 物 受 付 簿 
 

 
＊「受領」欄は受領者による自署（氏のみ）を可とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

月 日 差 出 元 書 留 番 号 配 布 先 受 領 

      

      

       



 
 

別紙様式第４（第８条、第１１条、第２０条関係） 
 
 
１ 受付印（基準） 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 決裁済認印 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 契印 
 
 
 
 
 
 
 

○○部 

〇年〇月〇日 

収第  号 

決 裁 

〇年〇月〇日 

防衛研究所 



 
別紙様式第５（第９条、第１２条、第２０条関係） 

 
 

（表）  
防  衛  研  究  所   

保 存 期 間  １ ･ ３ ･ ５ ･ １０ ･ ２０ ・ ３０  
1 年未満（  年  月  日をもって破棄）

発 簡 番 号  防研    第     号 
発 簡 年 月 日     年  月  日 

保存期間満了時期     年   月   日 取扱区分  秘・注意・部内限り・普通 
起 案 日      年   月   日 枚数・冊数 本紙を含め  枚・  冊 

決 
 

裁 

所  長 副 所 長 研究幹事 長専 
審

査 

総 務 課 長 課 長 補 佐 文書･保全係長 

       

合 
 

 
 

 
 
 

 
 

議 

 
企 画 部 長 

政策研究部長 

理論研究部長 

地域研究部長 

教 育 部 長 

戦史研究センター長 

特別研究官（国際交流・図書担当） 

特別研究官（政策シミュレーション担当） 

主
管 

長 起 案 者 

  
電話        

件
名 

  

伺
い 

標記について、案のとおり          してよろしいか。  
関連文書：  

注：様式の印字は赤色調とする。  
 
 
 

 



 
 
 防  衛  研  究  所  （裏）  

 
                       
 
                       
 
                       
 
                       
 
                       
 
                       
 
                       
 
                       
 
                       
 
                       
 
                       
 
                       
 
                       
 
                       
 
                       

 
(24×18) 

 
 



 
別紙様式第６（第９条、第２１条関係）  
 
 

（表）  

供 覧  

起案日    年   月    日  

保存期間  １ ・ ３ ・ ５ ・ １ ０ ・ ２ ０ ・ ３ ０  
１年未満 ( 年 月 日をもって破棄 ) 

取扱区分   
所 長        副 所 長        研 究 幹 事 

企 画 部 長 

政策研究部長 

理論研究部長 

地域研究部長 

教 育 部 長  

戦史研究センター長  

特別研究官（国際交流・図書担当）  

特別研究官（政策シミュレーション担当）  

主 

管 
長  起  案  者  

  
電話  

件 

名 

 

標記について、別添のとおり供覧する。 
 

 
 
 



 
 
 防  衛  研  究  所  （裏）  

 
                       

 

                       

 
                       

 

                       

 
                       

 
                       

 
                       

 
                       

 
                       

 
                       

 
                       

 
                       

 
                       

 
                       

(24×18) 
 
 



 
別紙様式第７（第３１条関係） 

 
 
 

行政文書への作成年月日、作成部署の記載の例及び文書管理情報の記載項目 
 

（例１）防衛研究所内あての場合 
文書管理者：○○ 作成日又は取得日：○○ 保存期間：○○ 保存期間満了日：○○ 枚数・冊数：

○○ 配布先：○○ 
 
                  作成年月日等 →     年  月  日 
                          防衛研究所企画部総務課 
 
 
 
 
 
   ○○○について 
 
○・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・○ 
 
 
 
 
注：文書管理情報の記載は１枚目 

 
（例２）防衛研究所外あての場合 

文書管理者：○○ 作成日又は取得日：○○ 保存期間：○○ 保存期間満了日：○○ 枚数・冊数：

○○ 配布先：○○ 
 
                    作成年月等 →    年  月  日 
                              防 衛 研 究 所 
 
 
 
 
 

○○○について 
 
○・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・○ 
 
 
 
 
 
作成部署：防衛研究所企画部総務課 ← 作成部署の名称 
 
注：文書管理情報の記載は１枚目 

 



 
別紙様式第８（第３１条関係） 

 
文書管理者：○○ 作成日又は取得日：○○ 保存期間：○○ 保存期間満了日：○○ 枚数・冊数：○○ 配

布先：○○ 
 
 
 

 

 

 
行 政 文 書 配 布 表 

１ 件 名：  

２ 配布年月日：  

３ 配 布 元：  

４ 配 布 先：  

 

【防衛研究所】 

 
 
【省内】 

 
 

【○○課内】 

 
 ※所属部署の特性に応じ、配布先を変えることができる。 

 

 



 
別表第１（第３条、第２４条関係） 

 
文書管理者及び発簡番号等 

 
部等名 発簡番号 文書管理者 業務内容 

 
 
 
 
 
 

企 

画 

部 

総 務 課 防研総第  号 
企 画 部 長  

総 務 
文 書 
電算機 

管 理 

秘 書 
監 査 
人事１ 
人事２ 
会計１ 
会計２ 
会計３ 

企画調整課 防研企第  号 企 画 
政策研究部 防研政第  号 政 策 研 究 部 長  

研 究 理論研究部 防研理第  号 理 論 研 究 部 長  
地域研究部 防研地第  号 地 域 研 究 部 長 

教 育 部 防研教第  号 教 育 部 長  

教 務 
教 材 

安全保障戦略

課程 
安全保障戦略

特別課程 
総合職研修 

戦史研究センター 防研戦第  号 戦史研究センター長 
戦 史 
史 料 

特別研究官 
（国際交流・図書担当） 防研特図第 号 特別研究官 

（国際交流・図書担当） 

図書総務 

図書・参考 

特別研究官 
（政策シミュレーショ

ン担当） 
防研特政第 号 

特別研究官 
（政策シミュレーション担

当） 
研 究 

 
 



別表第２

具体例 保存期間
訓令別表第２
の該当項

保存期間満了時
の措置

11 (1) ア 立案の検討に関する審議会等文書 １０年 2(1)ア11(1) 移管

イ 立案の検討に関する調査研究文書

ウ 意見公募手続文書

エ 審査基準案、処分基準案、行政指導指針案

オ 標準処理期間案

(2) 審査案、開示決定案、理由 2(1)ア11(2) 廃棄

(3) 処分案、理由 2(1)ア11(3) 廃棄

(5) ア 不服申立書、録取書 2(1)ア11(5)

イ 審議会等文書 諮問、議事の記録、配付資料、答申、建議又は意見

ウ 弁明書、反論書、意見書

エ 裁決書又は決定書 裁決決定書

(6) ア 訴訟の提起に関する文書 訴状、期日呼出状 2(1)ア11(6)

イ 訴訟における主張又は立証に関する文書

ウ 判決書又は和解調書 判決書、和解調書

12 (1) ア 立案の検討に関する審議会等文書 １０年 2(1)ア12(1) 移管

イ 立案の検討に関する調査研究文書

ウ 意見公募手続文書

エ 審査基準案、処分基準案、行政指導指針案

オ 標準処理期間案

(2) 審査案、開示決定案、理由 2(1)ア12(2)

(3) 処分案、理由 2(1)ア12(3)

(5) ア 不服申立書、録取書 2(1)ア12(5)

イ 審議会等文書 諮問、議事の記録、配付資料、答申、建議又は意見

ウ 弁明書、反論書、意見書

エ 裁決書又は決定書 裁決、決定書

(6) ア 訴訟の提起に関する文書 訴状、期日呼出状 2(1)ア12(6)

イ 訴訟における主張又は立証に関する文書

ウ 判決書又は和解調書 判決書、和解調書

13 (1) ア 立案の検討に関する調査研究文書 １０年 2(1)ア13(1) 移管

イ 制定又は変更のための決裁文書 規程案

ウ 協議案、回答書

エ 報告書

防衛研究所における行政文書の保存期間基準

事項 業務の区分 行政文書の類型

外国自治体民間企業の状況調査、関係団体関係者のヒ
アリング

審査基準案、処分基準案、行政指導指針案、意見公募
要領、提出意見、提出意見を考慮した結果及びその理
由

行政手続法第２条第８号ロの審査基準、同号ハの処分
基準及び同号ニの行政指導指針を定めるための決裁文
書

行政手続法第２条第３
号の許認可等（以下
「許認可等」とい
う。）に関する重要な
経緯

許認可等をするための決裁文書その他許認可等に至る
過程が記録された文書

許認可等の効力
が消滅する日に
係る特定日以後
５年

個人の権利義務の
得喪及びその経緯

行政手続法（平成５年
法律第８８号）第２条
第８号ロの審査基準、
同号ハの処分基準、同
号ニの行政指導指針及
び同法第６条の標準的
な期間に関する立案の
検討その他の重要な経
緯

開催経緯、諮問、議事の記録、配付資料、中間答申、
最終答申、中間報告、最終報告、建議又は提言

不服申立てに関する審
議会等における検討そ
の他の重要な経緯

不服申立書又は口頭による不服申立てにおける陳述の
内容を録取した文書

裁決、決定その
他の処分がされ
る日に係る特定
日以後１０年

以下について移管
・法令の解釈やその後
の政策立案等に大きな
影響を与えた事件に関
するもの
・審議会等の裁決等に
ついて年度ごとに取り
纏めたもの

裁決、決定その他の処分をするための決裁文書その他
当該処分に至る過程が記録された文書

行政手続法第２条第４
号の不利益処分（以下
「不利益処分」とい
う。）に関する重要な
経緯

不利益処分をするための決裁文書その他当該処分に至
る過程が記録された文書

処分がされる日
に係る特定日以
後５年

行政手続法第６条の標準的な期間を定めるための決裁
文書

法人の権利義務の
得喪及びその経緯

行政手続法第２条第８
号ロの審査基準、同号
ハの処分基準、同号ニ
の行政指導指針及び同
法第６条の標準的な期
間に関する立案の検討
その他の重要な経緯

開催経緯、諮問、議事の記録、配付資料、中間答申、
最終答申、中間報告、最終報告、建議又は提言

外国自治体民間企業の状況調査、関係団体関係者のヒ
アリング

審査基準案、処分基準案、行政指導指針案、意見公募
要領、提出意見、提出意見を考慮した結果及びその理
由

行政手続法第２条第８号ロの審査基準、同号ハの処分
基準及び同号ニの行政指導指針を定めるための決裁文
書

行政手続法第６条の標準的な期間を定めるための決裁
文書

国又は行政機関を当事
者とする訴訟の提起そ
の他の訴訟に関する重
要な経緯

訴訟が終結する
日に係る特定日
以後１０年

以下について移管
・法令の解釈やその後
の政策立案等に大きな
影響を与えた事件に関
するもの

答弁書、準備書面、各種申立書、口頭弁論、証人等調
書、書証

不利益処分に関する重
要な経緯

不利益処分をするための決裁文書その他当該処分に至
る過程が記録された文書

処分がされる日
に係る特定日以
後５年

以下について移管
・運輸、郵便、電気通
信事業その他の特に重
要な公益事業に関する
もの
・公益法人等及び公益
信託に関するもの

許認可等に関する重要
な経緯

許認可等をするための決裁文書その他許認可等に至る
過程が記録された文書

許認可等の効力
が消滅する日に
係る特定日以後
５年

以下について移管
・運輸、郵便、電気通
信事業その他の特に重
要な公益事業に関する
もの
・公益法人等の設立・
廃止等、指導・監督等
に関するもの

国又は行政機関を当事
者とする訴訟の提起そ
の他の訴訟に関する重
要な経緯

訴訟が終結する
日に係る特定日
以後１０年

以下について移管
・法令の解釈やその後
の政策立案等に大きな
影響を与えた事件に関
するもの

答弁書、準備書面、各種申立書、口頭弁論、証人等調
書、書証

不服申立てに関する審
議会等における検討そ
の他の重要な経緯

不服申立書又は口頭による不服申立てにおける陳述の
内容を録取した文書

裁決、決定その
他の処分がされ
る日に係る特定
日以後１０年

以下について移管
・法令の解釈やその後
の政策立案等に大きな
影響を与えた事件に関
するもの
・審議会等の裁決等に
ついて年度ごとに取り
まとめたもの

裁決、決定その他の処分をするための決裁文書その他
当該処分に至る過程が記録された文書

職員の人事に関す
る事項

人事評価実施規程の制
定又は変更及びその経
緯

外国・自治体・民間企業の状況調査,関係団体・関係者
のヒアリング

制定又は変更についての協議案、回答書その他の内閣
総理大臣との協議に関する文書

軽微な変更についての内閣総理大臣に対する報告に関
する文書



具体例 保存期間
訓令別表第２
の該当項

保存期間満了時
の措置

事項 業務の区分 行政文書の類型

(2) ア ３年 2(1)ア13(2)

イ 計画を制定又は改廃するための決裁文書 計画案

ウ 職員の研修の実施状況が記録された文書 実績

(3) 申請書、承認書、兼業台帳 ３年 2(1)ア13(3)

(4) 2(1)ア13(4)

14 (1) ア 立案の検討に関する審議会等文書 １０年 2(1)ア14(1) 廃棄

イ 立案の検討に関する調査研究文書

ウ 意見公募手続文書

エ 制定又は改廃のための決裁文書 告示案

オ 官報公示に関する文書 官報の写し

(2) ア 立案の検討に関する調査研究文書 １０年 2(1)ア14(2)

イ 制定又は改廃のための決裁文書

15 (1) ア １０年 2(1)ア15(1)

イ

ウ 行政事業レビュー、執行状況調査

エ 予算の配賦通知

(2) ア ５年 2(1)ア15(2)

イ 会計検査院に提出又は送付した計算書及び証拠書類

　

ウ 会計検査院の検査を受けた結果に関する文書 ５年

エ 調書

オ 国会における決算の審査に関する文書 警告決議に対する措置、指摘事項に対する措置

計画の立案に関する調査研究文書 外国・自治体・民間企業の状況調査、関係団体・関係
者のヒアリング

廃棄
※訓令別表第１の備考
２に掲げるものも同様
とする。
（ただし、閣議等に関
わるものについては移
管）

職員の兼業の許可に関
する重要な経緯

職員の兼業の許可の申請書及び当該申請に対する許可
に関する文書

告示、訓令及び通
達の制定又は改廃
及びその経緯

告示の立案の検討その
他の重要な経緯（１の
項から１３の項までに
掲げるものを除く。）

開催経緯、諮問、議事の記録、配付資料、中間答申、
最終答申、中間報告、最終報告、建議又は提言

外国・自治体・民間企業の状況調査、関係団体・関係
者のヒアリング

告示案、意見公募要領、提出意見、提出意見を考慮し
た結果及びその理由

退職手当の支給に関す
る重要な経緯

退職手当の支給に関する決定の内容が記録された文書
及び当該決定に至る過程が記録された文書

調書、国家公務員退職手当実態調査、退職手当概算決
定所要見込み額調べ

支給制限その他
の支給に関する
処分を行うこと
ができる期間又
は５年のいずれ
か長い期間

予算及び決算に関
する事項

歳入、歳出、継続費、
繰越明許費及び国庫債
務負担行為の見積に関
する書類の作製その他
の予算に関する重要な
経緯（５の項（２）に
掲げるものを除く。）

歳入、歳出、継続費、繰越明許費及び国庫債務負担行
為の見積に関する書類並びにその作製の基礎となった
意思決定及び当該意思決定に至る過程が記録された文
書

概算要求の方針、大臣指示、政務三役会議の決定、省
内調整、概算要求書

以下について移管
・財政法第17条第２項
の規定による歳入歳出
等見積書類の作製の基
礎となった方針及び意
思決定その他の重要な
経緯が記録された文書
（財務大臣に送付した
歳入歳出等見積書類を
含む。）
・財政法第20条第２項
の予定経費要求書等の
作製の基礎となった方
針及び意思決定その他
の重要な経緯が記録さ
れた文書（財務大臣に
送付した予定経費要求
書等を含む。）
・上記のほか、行政機
関における予算に関す
る重要な経緯が記録さ
れた文書

訓令及び通達の立案の
検討その他の重要な経
緯（１の項から１３の
項までに掲げるものを
除く。）

外国・自治体・民間企業の状況調査、関係団体・関係
者のヒアリング

以下について移管
・防衛省行政文書管理
規則案その他の重要な
訓令、達及び通達の制
定又は改廃のための決
裁文書

財政法（昭和２２年法律第３４号）第２０条第２項の
予定経費要求書等並びにその作製の基礎となった意思
決定及び当該意思決定に至る過程が記録された文書

予定経費要求書、継続費要求書、繰越明許費要求書、
国庫債務負担行為要求書、予算決算及び会計令第１２
条の規定に基づく予定経費要求書等の各目明細書

ア及びイに掲げるもののほか、予算の成立に至る過程
が記録された文書

歳入歳出予算、継続費及び国庫債務負担行為の配賦に
関する文書

訓令案、達案、通達案、防衛省行政文書管理規則案、
防衛省本省の部局において使用する公印に関する訓令
案、改正の経緯

歳入及び歳出の決算報
告書並びに国の債務に
関する計算書の作製そ
の他の決算に関する重
要な経緯（５の項
（２）に掲げるものを
除く。）

歳入及び歳出の決算報告書並びにその作製の基礎と
なった意思決定及び当該意思決定に至る過程が記録さ
れた文書

歳入及び歳出の決算報告書、国の債務に関する計算
書、継続費決算報告書、歳入徴収額計算書、支出計算
書、歳入簿、歳出簿、支払計画差引簿、徴収簿、支出
決定簿、支出簿、支出負担行為差引簿、支出負担行為
認証官の帳簿

以下について移管
・財政法第37条第１項
の規定による歳入及び
歳出の決算報告書並び
に国の債務に関する計
算書の作製の基礎と
なった方針及び意思決
定その他の重要な経緯
が記録された文書（財
務大臣に送付した歳入
及び歳出の決算報告書
並びに国の債務に関す
る計算書を含む。）
・財政法第37条第３項
の規定による継続費決
算報告書の作製の基礎
となった方針及び意思
決定その他の重要な経
緯が記録された文書
（財務大臣に送付した
継続費決算報告書を含
む。）
・財政法第35条第２項
の規定による予備費に
係る調書の作製の基礎
となった方針及び意思
決定その他の重要な経
緯が記録された文書
（財務大臣に送付した
予備費に係る調書を含
む。）
・上記のほか、行政機
関における決算に関す
る重要な経緯が記録さ
れた文書

意見又は処置要求（※会計検査院保有のものを除
く。）

アからウまでに掲げるもののほか、決算の提出に至る
過程が記録された文書

計算書、証拠書類（※会計検査院保有のものを除
く。）

・課税仕入れ等の税額の控除に係る受領した適格請求
書（特別会計に限る。）

課税仕入れ等の
税額の控除に係
る適格請求書を
受領した日又は
提供を受けた日
の属する課税期
間（会計年度）
の末日の翌日か
ら２月を経過し
た日に係る特定
日以後７年

職員の研修の実施に関
する計画の立案の検討
その他の職員の研修に
関する重要な経緯



具体例 保存期間
訓令別表第２
の該当項

保存期間満了時
の措置

事項 業務の区分 行政文書の類型

16 １０年 2(1)ア16(1) 移管

18 ア １０年 2(1)ア18(1) 移管

イ

ウ

エ

オ 評価書、評価書要旨

カ 政策への反映状況案、通知

20 １０年 2(1)ア20(1)

22 文書の管理等 ア 行政文書ファイル管理簿 2(1)ア22(1)

イ 取得した文書の管理を行うための帳簿 ５年

ウ 決裁文書の管理を行うための帳簿 決裁簿、発簡簿 ３０年

エ 移管廃棄簿 ２０年

24 仕様書案、協議、調整経緯 2(1)ア24 廃棄

27 指示書、回答、報告 １０年 2(1)ア27 移管

29 2(1)ア29 廃棄

３年

30 －

31 会議に提出された文書及び調整に関する文書 部長会議資料、その他会議資料 － 廃棄

32 (1) 任免 任免に関する文書 － 廃棄

非常勤職員、研究・教育・事業活動報告書 ３年

早期退職募集、自衛官の昇任、昇給、補職 １年

(2) 服務 服務に関する文書 識別帽制定資料、服務関連、懲戒処分等 １０年 － 廃棄

機構及び定員に関
する事項

機構及び定員の要求に
関する重要な経緯

機構及び定員の要求に関する文書並びにその基礎と
なった意思決定及び当該意思決定に至る過程が記録さ
れた文書

大臣指示、政務三役会議の決定、機構定員関係通知、
省内調整資料、機構要求資料、定員要求資料、定員合
理化計画資料

政策評価に関する
事項

行政機関が行う政策の
評価に関する法律（平
成１３年法律第８６
号。以下「政策評価
法」という。）第６条
の基本計画の立案の検
討、政策評価法第１０
条第１項の評価書の作
成その他の政策評価の
実施に関する重要な経
緯

政策評価法第６条の基本計画又は政策評価法第７条第
１項の実施計画の制定又は変更に係る審議会等文書

開催経緯、議事の記録、配付資料、中間報告、最終報
告又は提言

基本計画又は実施計画の制定又は変更に至る過程が記
録された文書

外国・自治体・民間企業の状況調査、関係団体・関係
者のヒアリング

基本計画の制定又は変更のための決裁文書及び当該制
定又は変更の通知に関する文書

政策評価の結果の政策への反映状況の作成に係る決裁
文書及び当該反映状況の通知に関する文書その他当該
作成の過程が記録された文書

栄典又は表彰に関
する事項

栄典又は表彰の授与又
ははく奪の重要な経緯
（５の項（２）に掲げ
るものを除く。）

栄典又は表彰の授与又ははく奪のための決裁文書及び
伝達の文書

選考基準、選考案、伝達、受章者名簿、賞詞、所長感
謝状、大臣感謝状、表彰等発行台帳、永年勤続者表彰
受賞者名簿

以下について移管
・内閣総理大臣又は防
衛大臣からの表彰のう
ち、特に重要な表彰に
係るもの

基本計画案、通知

実施計画の制定又は変更のための決裁文書及び当該制
定又は変更の通知に関する文書

事後評価の実施計画案、通知

評価書及びその要旨の作成のための決裁文書並びにこ
れらの通知に関する文書その他当該作成の過程が記録
された文書（１９の項に掲げるものを除く。）

契約に関する事項 契約に関する重要な経
緯（１の項から２３の
項までに掲げるものを
除く。）

契約に係る決裁文書及びその他契約に至る過程が記録
された文書

契約が終了する
日に係る特定日
以後５年

文書の管理等に関
する事項

行政文書ファイル管理簿その他の業務に常時利用する
ものとして継続的に保存すべき行政文書

常用（無期限） 廃棄

受付簿、接受簿、保存期間を1年未満として廃棄した行
政文書ファイル等の類型の記録

行政文書ファイル等の移管又は廃棄の状況が記録され
た帳簿

防衛大臣及び防衛
大臣から委任を受
けた防衛副大臣又
は防衛大臣政務官
の指示等の職務上
の命令のうち、防
衛省における文書
の形式に関する訓
令（昭和３８年防
衛庁訓令第３８
号）に定める文書
の形式によらない
ものであって、当
該命令を文書化し
たもの（以下「指
示書」という。）
に基づく対応に係
る事項

指示書に係る重要な経
緯（１の項から２６の
項までに掲げる者を除
く。）

指示書及び当該指示書を受けて作成された文書並びに
これらの作成過程が記録された文書

秘密保全に関する
事項

特定秘密等漏えい事案
に係る再発防止措置

特定秘密等漏えい事案根絶に向けた諸対策の徹底につ
いて（防防調（防）第１８１号。令和５年３月３１
日）に基づく再発防止措置に関する文書

退職時誓約書、退職時誓約書の求めに応じなかった場
合の通知

退職の日に係る
特定日以後３０
年

元防衛省職員との面会に関する申請書、元防衛省職員
との面会に関する報告書、元防衛省職員からの働き掛
けに関する報告書、元防衛省職員からのブリーフィン
グ依頼事項連絡書、元防衛省職員に対するブリーフィ
ングの実施に関する申請書、元防衛省職員に対するブ
リーフィングの実施に関する報告書

出勤簿、部外カウンセリング、メンタルヘルスチェッ
ク

５年

所得等・贈与報告、海外渡航承認申請、倫理関連報
告、休暇簿等、所外勤務申請書、テレワーク実施要領

会議に関する事項 部課室等の決定又は了
解に関する立案の検討
その他の経緯

１年

３年

緊急事態等におけ
る対処に関する事
項

緊急事態等に関する事
実関係の上司や関係機
関の担当者に対する速
やかな伝達（第２７の
項に掲げるものを除
く。）

緊急事態等に関する事実関係を上司や関係機関の担当
者に速やかに伝達するためのＦＡＸ又は電子メール

速やかな伝達を要する事項を記載した文書、打合せ等
の開催通知

１年未満
（別途、当該緊
急事態等につい
て、意思決定過
程や事務の実績
の跡付け・検証
に必要な文書を
作成した場合に
限る。）

廃棄
（別途、当該緊急事態
等について、意思決定
過程や事務の実績の跡
付け・検証に必要な文
書を作成した場合に限
る。）

職員の人事に関す
る事項（事項13を
除く。）

事務官等の異動、昇給、昇格、休職、退職、勤務延
長、再任用、採用及び障害者雇用制度

５年



具体例 保存期間
訓令別表第２
の該当項

保存期間満了時
の措置

事項 業務の区分 行政文書の類型

(3) 給与 給与に関する文書 超過勤務命令簿 ６年 － 廃棄

超過勤務報告書、育児休業等勤務時間 ３年

(4) 災害補償 災害補償に関する文書 － 廃棄

公務災害・通勤災害記録 ３年

災害補償等実施報告・通知 １年

(5) 厚生 ア 厚生に関する文書 勤労者財産形成貯蓄契約等の事務取扱いに関する覚書 ３０年 － 廃棄

財形貯蓄積立、不用物品売払代償権管理簿 ５年

イ

(6) 宿舎 宿舎に関する文書 宿舎現況記録、国有財産台帳 ３０年 － 廃棄

５年

入退去申請、宿舎貸与承認書 ３年

住宅事情調査、宿舎貸与状況届出 １年

(7) 発令又は命令 人事発令又は個別の命令に関する文書 人事発令 ５年 － 廃棄

個別命令 １年

(8) ア 事務官等人事に関する文書 研究職職員採用選考試験問題 １０年 － 廃棄

国連派遣に関する文書 ５年

外国出張人員報告、所長外国出張 ３年

イ 自衛官人事に関する文書

ウ 履歴証明 １０年

被服関連（証書）、身分証明書（規則類）、身上調査
書

５年

在職証明書、身分証明書発行申請、返納報告 １年

エ 再就職規制に関する文書 再就職規制・届出に関するマニュアル ５年

オ 男女共同参画に関する文書 男女共同参画に関する文書 １年

セクハラ防止、パワハラ防止、マタハラ防止、薬物乱
用防止、訓戒簿、倫理関連通知、防衛監察情報提供通
知、メンタルヘルス、勤務時間割振報告、申告・割振
簿、休暇等調査、ＷＬＢ、休憩時間の設置等に関する
文書、超過勤務縮減

１年

共済組合に関する文書 インフルエンザ予防接種助成金支出依頼、共済組合支
部運営委員会資料、防衛省生活協同組合資料、海外旅
行傷害保険加入申請、確定拠出年金事業主証明書（写
し）及び確認書、共済組合助成金交付申請

１年

支給要件を具備
しなくなった日
に係る特定日以
後６年

申立書、診断書、認定書、現認書、災害補償金等支払
指示書、療養補償請求書、災害発生報告書、災害補償
通知書、療養経過表

５年

債権管理、設置計画等、予算関連資料、宿舎債権管理
簿、宿舎設置計画掲上要求、合同宿舎財務局通知文
書、公務員宿舎貸料歳入見込実績

維持管理宿舎概要、立川宿舎戸別管理簿 宿舎廃止施行の
日に係る特定日
以後５年

宿舎使用料一覧表 料金改正施行の
日に係る特定日
以後５年

勤勉手当、超過勤務手当、通勤手当等、特別調整額
（管理職手当）、定額改定、勤務状況報告書、級別定
数、給与改定資料

５年

国家公務員給与実態調査、給与改定資料、給与通報 １年

住居手当認定簿、通勤手当認定簿、扶養手当認定簿、
単身赴任手当認定簿

厚生関連報告・通知等、生涯生活設計（ライフプラ
ン）、全自衛隊美術展、福利厚生施設検討委員会、留
学生診療証、レクリエーション資料、移転調整関係
（厚生）

１年

財形貯蓄契約、非常勤・再任用保険関係 退職の日に係る
特定日以後５年

ウ 児童手当に関する文書 児童手当（その他届通知）、児童手当支給調書、児童
手当支給状況報告

１年

児童手当受給者台帳 支給事由消滅の
日に係る特定日
以後５年

(1)～(7)に掲げる以外
の業務

事務官等の研修受講、事務官等人員月報、事務官等欠
員報告、留学費用償還報告、その他任免状況調査、調
達等関係職員報告、人事に関する法律・訓令の一部改
正、経歴管理調査書等、事務官等名簿、部外委託教
育、障害者任免状況調査、障害者任用報告、勤務評
定、人事評価

１年

障害者名簿、障害者雇用に係る確認書類（障害者手帳
写等）

本人の死亡又は
退職に係る特定
日以後３年

自衛官の援護・選抜・教育入校、航空加給食、体力検
定に関する通知文書、検定結果記録等、自衛官転出者
等記録簿、陸上自衛官人事文書、海上自衛官人事文
書、航空自衛官人事文書、自衛官名簿、勤務評定、人
事評価、自衛官人事日報等

１年

人事記録、身分証明等、職員の在籍に伴い作成する文
書

在職中に再就職の約束をした場合の届出、管理職隊員
であった者が再就職した場合の届出等

１年

人事記録 職員の退職する
日に係る特定日
以後１０年

身分証管理台帳 組織解体の日に
係る特定日以後
５年

認識票携行証明（陸上自衛官） 職員の退職する
日に係る特定日
以後１年



具体例 保存期間
訓令別表第２
の該当項

保存期間満了時
の措置

事項 業務の区分 行政文書の類型

カ 衛生に関する文書 新型インフルエンザ等対応業務継続計画 １０年

保健衛生 １年

キ 新型コロナウイルス等に関する文書

33 栄典又は表彰 栄典又は表彰に関する文書

34 制定又は改廃に関する通知 制定・改正通知 １年

軽易な基準等を示した通達 実施通達

35 (1) ア 会計検査に関する文書 在外資金前渡官吏文書、会計実地検査関係資料 ５年 － 廃棄

イ 会計監査に関する文書 会計機関関係文書 １０年

会計実地監査関係資料 １年

支出負担行為担当官補助者命免簿

(2) 予算 予算に関する文書 － 廃棄

予算執行計画資料 ５年

(3) 決算 決算に関する文書 － 廃棄

決算検査報告 １年

(4) 一般 予算及び決算に関する文書((2)及び(3)を除く) 外国送金、れい入・科目更正等理由書、交替引継書 ５年 － 廃棄

36 (1) 債権 債権に関する文書 債権管理計算書、債権現在額通知書 ５年 － 廃棄

(2) 物品管理 ア 物品の管理に関する文書 － 廃棄

イ 物品の調達に関する文書

ウ 物品の増減に関する文書

エ 金券等に関する文書 クレジットカード使用関係、ICカード乗車券使用記録
簿

５年

オ 物品の亡失、損傷に関する文書 現金亡失及び物品亡失報告 ５年

(3) 国有財産 国有財産に関する文書

(4) 契約 契約に関する文書 － 廃棄

契約関係報告書 １年

(5) 給与 ア 給与に関する文書 － 廃棄

イ 年末調整に関する文書 保険料控除申告書、住宅特別控除申告書、源泉徴収票 ７年

(6) 前渡資金 前渡資金に関する文書 －

(1)～(7)に掲げる以外
の業務

身体歴 職員の退職する
日に係る特定日
以後５年

新型コロナウイルス感染拡大防止通達、陽性報告、ワ
クチン調査、ワクチン接種状況、ＰＣＲ検査報告、在
宅勤務計画、職域接種に関する文書

１年

通達類の制定又は
改廃及びその経緯
（14の項(2)に掲
げるものを除
く。）

通達類の立案の検討そ
の他の経緯

ア － 廃棄

2(2)ア(ｱ) 移管（軽微なものや写
しの文書は除く。）

栄典又は表彰に関
する事項

賞詞関係、精勤章関係、防衛記念章関係、永年勤続者
表彰関係、褒賞関係

１年 － 廃棄

イ 規則、例規通達類（溶け込み版） 規則類、例規通達類 常用（無期限）

会計検査院提出証拠書類の保存期間満了後の返還要否
確認書

１０年

予算及び決算に関
する事項（事項15
を除く。）

歳入及び歳出の決算報
告書並びに国の債務に
関する計算書の作製そ
の他の決算に関する重
要な経緯

在外資金前渡官吏文書、会計実地監査文書、調達業務
等監査

５年

支出負担行為担
当官の補助者を
免ずる日に係る
特定日以後５年

在外資金前渡官吏文書、会計実地検査関係資料、歳入
歳出決算見込額報告書、決算純計額報告書、支出計算
書、歳入徴収額計算書、収納未済歳入額繰越計算書、
未収納未済歳入額及びこれに対するその後の状況報告
書、前金払い及び概算払支払整理簿、支出負担行為限
度額示達整理簿、支出決定簿、支出負担行為差引簿、
支出証拠書類、歳入証拠書類、徴収済額報告書、支払
調書、歳入決算見込額報告書、末収納未済歳入額及び
これに対するその後の収納状況報告書、歳出決算報告
書

５年

歳入予算積算資料、予算執務資料、予算執務参考資
料、概算要求説明資料（所内)、概算要求説明資料（大
臣官房)、概算要求説明資料（財務省)、概算要求説明
資料（概算要求書（物件費）、機構定員）

１０年

支出負担行為実施計画、支払計画示達要求、負担行為
示達要求、予算の執行実績の把握（前渡資金執行実績
報告書）、予算の執行実績の把握（予算事項別管理総
括簿）、予算要求審議資料、予算の執行実績の把握
（装備品等の調達）、繰越に関する他機関からの通知
文書等

１年

物品増減及び現在額報告書、証書台帳、供用票、返納
票、供用換票、管理換票、受書、物品の不用決定、物
品関係証書

５年

国有財産増減及び現在額計算書、国有財産増減及び現
在額報告書、国有財産見込現在額報告書、国有財産使
用許可申請

５年 － 廃棄

会計に関する事項

物品管理計算書、物品検査書、物品管理職員、管理換
等関係の物品管理官発簡文書、物品現況調査関係書
類、各機関からの物品関係通知、依頼等文書、物品供
用官代理の任命

５年

物品管理簿、物品供用簿、個人別物品供用簿 物品管理システ
ムへの移行完了
の日に係る特定
日以後５年

調達伺、調達要求、中央調達、特定品目調達実績、調
達基本計画書、防衛省仕様書改正の原案の検討、納品
書

５年

職員別給与簿、非常勤基準給与簿、給与資料、勤務状
況通知書、給与等振込口座申出書、債権管理簿、基礎
控除申告書、標級決定届、国庫金振込請求書、給与マ
スター、給与所得に係る住民税特別徴収税の決定通知
書、勤務時間報告書

５年

扶養控除申告書 提出期限の属す
る年の翌年１月
１０日の翌日に
係る特定日以後
７年

振替済通知書、国庫金振込請求書、概算払整理簿、旅
費、旅行命令簿、前渡資金出納計算書等、前渡資金支
払証拠書類、科目整理簿、交代検査書、引継検査書、
引出決議書、回収決議書、管理台帳

５年

支出負担行為書、単価契約、契約簿、債務負担額計算
書、契約審査会関係資料、予定価格、調達関係書類、
検査通知書、役務完了届、企画競争資料、連携プログ
ラムに係る検定料・授業料納付

５年

廃棄

現金出納簿、小切手及び国庫金振出支払整理簿 最終記載の日に
係る特定日以後
１０年



具体例 保存期間
訓令別表第２
の該当項

保存期間満了時
の措置

事項 業務の区分 行政文書の類型

(7) 科学研究費 科学研究費に関する文書

(8) 一般 会計に関する文書（(1)～(7)を除く。） － 廃棄

37 (1) 文書の管理 ア － 廃棄

イ 各種指定、登録簿等

ウ 文書管理の点検等に関する文書 公文書管理自己点検結果 ３年

文書管理点検等実施計画、結果報告 １年

エ 文書管理の監査に関する文書 文書管理監査実施計画、結果報告 ３年

(2) 公益通報 ア 公益通報の対応に関する文書 － 廃棄

イ 公益通報に関する来簡文書 公益通報に関する通知文書等 １年

ウ 従事者の指定に関する文書

(3) 一般 文書の管理に関する文書等（(1)及び(2)を除く。） 他機関達（目黒基地） １０年 － 廃棄

38 (1) 調査研究管理 調査研究管理に関する文書 特別研究 ２０年 2(1)イ 移管

調査研究 １０年 2(1)イ 移管

(2) 研究交流管理 研究交流管理に関する文書 ＡＲＦ国防大学校長等会議等関連資料 ２０年 2(1)イ 移管

－ 廃棄

儀礼等書簡、在外研究・留学 ３年

案内状送付先、聴講申込名簿 １年

(3) 業務運営計画 業務運営計画に関する文書 業務運営計画 ５年 － 廃棄

主要業務従事者一覧表 １年

(4) 知的基盤 知的基盤に関する文書 政策支援プロジェクト関連資料 １０年 － 廃棄

知的基盤調整資料 ５年

(5) 渡航手続 渡航手続きに関する文書 旅券等、便宜供与等、査証発給依頼 ３年 － 廃棄

(6) 外国旅費 外国旅費に関する文書 外国旅費執行計画 ５年 － 廃棄

外国旅費支出負担行為計画示達 １年

(7) 出張 出張に関する文書 出張計画、出張報告、出張変更伺、出張中止報告 ３年 － 廃棄

私金立替請求書、立替払実施伺 １年

(8) 来訪者 来訪者に関する文書 表敬等記録、来訪者の受け入れに関する検討資料等 ３年 － 廃棄

(9) 業務支援 業務支援に関する文書 業務支援（依頼、回答、年間調整資料） １年 － 廃棄

(10) 情報発信 情報発信に関する文書 － 廃棄

(11) 在り方検討 防衛研究所の在り方検討に関する文書 防衛研究所の在り方検討関連資料 １０年 － 廃棄

在り方検討実務担当者名簿 １年

(12) 科学研究費検討 科学研究費の検討に関する文書 科学研究費検討関連資料 １０年 － 廃棄

(13) 科学研究費 科学研究費に関する文書 廃棄

コンプライアンス教育資料 ３年

(14) 一般 企画に関する文書（(1)～(13)を除く。） － 廃棄

科学研究費に係る契約行為書・支払決議書、調達関連
文書、予定価格、検査通知書、役務完了届

５年 － 廃棄

文書の管理等に関
する事項（事項22
を除く。）

標準文書保存期間基準その他の業務に常時利用するも
のとして継続的に保存すべき行政文書

標準文書保存期間基準 常用（無期限）

行政文書管理・情報公開実施担当者指定簿 転出の日に係る
特定日以後１年

公印登録簿

会計に関する重要な調査及び報告等、各機関からの物
品関係通知、依頼等文書、過年度の承認・申請等

５年

省庁別財務書類、会計に関する軽易な調査及び報告
等、ファクシミリ使用実績届、国際電話使用記録簿、
会議費、会計制度検討等に関する他機関からの通知文
書等

１年

入札心得 取組内容変更に
係る特定日以後
１年

企画に関する事項

公印廃止の日に
係る特定日以後
１年

文書管理者引継報告書 引継を受けた者
が後任者に引継
ぎを行った日に
係る特定日以後
１年

受付、調査、是正、フォローアップ、報告、通知に関
する文書

１０年

指定通知書 転出の日に係る
特定日以後１年

客員研究員、招へい研究員、諸外国との交流に関する
文書

１０年

新着任者研修・定期研修・対面研修・省内外の機関の
研修・ｅ－ラーニング等に関する文書、文書管理業務
に関する通知文書等

１年

科研費応募資格等確認委員会議資料、科研費執行資
料、誓約書、銀行口座等振込依頼書、交付内定通知
書、交付決定通知書、交付申請書、実績報告書

５年 －

東アジア戦略概観、NIDSパースペクティブ、防衛研究
所紀要、安全保障戦略研究、安全保障国際シンポジウ
ム報告書、中国安全保障レポート、NIDS NEWS・ﾌﾞﾘｰﾌｨ
ﾝｸﾞﾒﾓ・NIDSｺﾒﾝﾀﾘｰ、戦争秘話、史料の中の軍人たち、
Twitterアカウント開設申請、YouTube用動画

１０年

刊行物送付先一覧、ホームページ発信資料、ＳＮＳ発
信資料

１年

国際標準図書番号(ISBN)、国際標準逐次刊行物番号
（ISSN）資料

登録事項変更の
日に係る特定日
以後５年

防衛戦略会議、研究活動の不正行為に関する調査（第
○回調査委員会）（決裁文書）（不服審査申立て審
査）

５年

空自便運行計画、概況説明資料、東アジア戦略概観市
販許可（○○年度）（東アジア戦略概観（西暦） 日本
語版）（東アジア戦略概観（西暦）英語版）、自衛隊
業務計画、NIDSパースペクティブ市販許可（○○年
度）（NIDSパースペクティブ○日本語版）（NIDSパー
スペクティブ○英語版）

１年

専門研究員指定書、人事委員会資料（専門研究員） 指定解除日に係
る特定日以後１
年

研究顧問委嘱状、人事委員会資料（研究顧問） 委嘱解除後に係
る特定日以後１
年



具体例 保存期間
訓令別表第２
の該当項

保存期間満了時
の措置

事項 業務の区分 行政文書の類型

39 (1) 行事 － 廃棄

(2) 広報・渉外 ア 広報・渉外に関する文書 － 廃棄

イ ウェブサイト、ＳＮＳ

(3) 郵政 郵政に関する文書 切手受払簿、切手・請求受領書、後納郵便差出伝票 ５年 － 廃棄

(4) 保全 ア 管理体制・流出防止に関する文書 隊員の採用に関する文書、指名書 １０年 － 廃棄

所持品検査記録等 ３年

１年

イ 秘密保全検査に関する文書 保全検査実施計画、検査結果報告 １年

ウ 接触状況に関する文書 海外渡航に関する通知文書 ３０年

エ 保全に関する文書を管理する簿冊 特定秘密文書等閲覧簿 １０年

秘密文書等の借用許可申請書 １年

(5) 個人情報の管理 ア 個人情報の点検・調査に関する文書 監査 ３年 － 廃棄

保有個人情報の管理状況、定期点検、臨時点検、調査 １年

広報、取材対応、部外発表届、自衛隊行事関連、パン
フレット

１年

ホームページ、ＳＮＳ 常用（無期限）

職員の保全に関する決定に係る文書、保全業務に係る
各幕確認依頼

５年

保全に関する通知文書等、個別面談実施結果報告、注
意電算機情報に係るシステム利用者登録

特定秘密取扱職員名簿 当該文書に係る
特定秘密の指定
の有効期間が満
了した日又は指
定を解除した日
に係る特定日以
後１０年

誓約書、関係職員指定簿、○○関係取扱者名簿（対外
厳秘）

転出の日に係る
特定日以後１年

総務に関する事項
（事項29を除
く。）

入所式・修了式及び行事等に関する計画、実施又は調
整に関する文書

教育課程の入所式及び修了式、招待者一覧、離着任行
事、創立記念行事

１年

特定秘密の指定、満了、延長及び解除に関する周知書 当該書面又は電
磁的記録に係る
特定秘密の指定
の有効期間が満
了した日又は指
定が解除された
日に係る特定日
以後１０年（当
該書面又は電磁
的記録が原本で
ある場合に限
る。）

秘密接受送達保管簿、秘密登録保管簿 最後に記録した
日に係る特定日
以後５年

文字盤鍵変更簿 最後に記録した
日に係る特定日
以後３年

接触状況報告文書、接触伺、接触状況報告、海外渡航
後のチェックシート

１年

特定秘密文書等管理簿 常用（年度を区
切って作成した
ものにあって
は、当該文書に
係る特定秘密文
書等の全てにつ
いて、廃棄した
日に係る特定日
以後１０年）

特定秘密文書等点検記録簿 当該帳簿に記載
され、又は記録
された特定秘密
の全ての指定の
有効期間が満了
した日又は全て
の指定が解除さ
れた日に係る特
定日以後１０年

特定秘密取扱管理簿 常用（年度を区
切って作成した
ものにあっては
当該文書に係る
特定秘密の指定
の有効期間が満
了した日又は全
ての指定を解除
した日に係る特
定日以後３０
年）

個人情報保護責任者等指定簿 異動の日に係る
特定日以後１年

秘密文書等指定書（省秘）、指定の見直し状況 秘が解除された
日に係る特定日
以後１年

秘密保全点検記録簿、貸出簿、引継証明簿等 最後に記録した
日に係る特定日
以後１年

秘密文書等の借用許可申請書 借用期間終了の
日に係る特定日
以後１年



具体例 保存期間
訓令別表第２
の該当項

保存期間満了時
の措置

事項 業務の区分 行政文書の類型

イ 個人情報の管理に関する文書

ウ その他個人情報に関する文書 個人情報に関する通知文書等 １年

(6) 施設・設備 施設・設備に関する文書 － 廃棄

施設の基準に関する文書 １０年

工事基本計画書、実施計画書 ５年

施設の整備に関する文書 １年

(7) 警備・防災 警備・防災に関する文書 業務継続計画 １０年 － 廃棄

防火管理者選解任 ５年

市ヶ谷駐屯地警備実施要領 ３年

火災予防、防災訓練 １年

(8) 環境保全 環境保全に関する文書 調査報告、環境問題等 １年 － 廃棄

(9) 車両 車両に関する文書 個人別走行距離累計表 ３年 － 廃棄

(10) 電算機 電算機に関する文書 － 廃棄

(11) 情報保証 ア 管理体制に関する文書 防衛情報通信基盤データ通信網管理運用規則 ３０年 － 廃棄

サイバー攻撃対処要領 １０年

イ 監査・点検に関する文書 ＤＩＩ加入時監査（結果・報告） ５年

自己点検、情報保証監査、ＤＩＩ加入時監査（計画） １年

ウ システム運用に関する文書を管理する簿冊 技術審査会への参加、技術審査の結果、共通通話要領 ５年

(12) 一般 総務に関する文書（(1)～(11)を除く。） 防衛研究所史 ２０年 2(5) 移管

－ 廃棄

出張報告書 ３年

個人情報保護責任者等指定簿 異動の日に係る
特定日以後１年

保有個人情報管理台帳、個人情報ファイル等管理台
帳、個人情報ファイル簿

当該保有個人情
報と同一の保存
期間

車輌運行記録簿、運転日報、車輌請求書、配車表、Ｅ
ＴＣ利用明細、燃料使用状況

１年

車両整備記録簿 不用決定の日に
係る特定日以後
１年

庁舎図面、事務棟及び研究棟建設に関わる工事計画
書、建物口座

３０年

国際会議場設備資料 国際会議場廃止
の日に係る特定
日以後１年

情報保証対策委員会、運用承認、ＣＯＥ、ファイル暗
号化ソフト、防衛情報通信基盤、防衛情報通信基盤に
おけるサイバー攻撃等対処実施要領、業務系クラウド
の整備に向けた予算要求方針、外部有識者による情報
システム整備に関する概算要求、人事・給与情報シス
テム運用管理要綱

５年

防衛情報通信基盤、サイバー関連資料、防衛省人事・
給与情報システムの本運用開始に係る移行判定

３年

立入許可申請書、入退室記録簿、スタンドアロン電子
計算機導入申請書、私有パソコン等確認実施記録、可
搬記憶媒体月末点検簿、Web会議用機器使用・持出許可
申請書

１年

電算機の運用、通信に関する文書、検査通知書（シス
テム関係）、検査調書（システム関係）、納品書（シ
ステム関係）、役務完了届（システム関係）、保守等
実績確認書

５年

調達要求書（写）（システム関係）、システム作業報
告書

１年

共通運用基盤、技術審査、換装に関する検討資料、シ
ステム運用、撤去確認書

システム運用停
止の日に係る特
定日以後１年

官品可搬記憶媒体管理簿、データ消去確認簿、可搬記
憶媒体破棄申請書、情報端末使用記録簿、情報システ
ム端末等台帳、官品可搬記憶媒体使用記録簿、暗号化
解除申請書、暗号解除許可履歴、情報システム変更申
請書、官品可搬記憶媒体持出申請、調達行為を伴わな
い外部サービスの職務上の利用等承認、端末持出し許
可申請書

３年

統合ルータ等運用中断、利用要領等、情報保証・情報
セキュリティ、外部有識者による情報システム整備等
に関する概算要求の所要額の評価等結果

１年

防衛監察資料、創立記念事業の計画に関する文書、防
衛研究所史作成資料

１０年

補助者等指名、情報システム利用申請書 転出の日に係る
特定日以後３年

誓約書、同意書 転出の日に係る
特定日以後１年

ＳＳＤ等データ消去報告書 当該システムを
換装又は廃棄し
た日に係る特定
日以後１年

総務省行政評価局関連資料、市ヶ谷移転資料、６機関
長定例昼食会等資料、電報発信伺

５年

自衛隊史（他機関等受領分）、装着ケース交付申請
書、自動即時用電話番号簿一部修正、給食通報、航空
機搭乗、コンプライアンスリスク調査、ＰＤＣＡサイ
クル基本計画、他機関等通知文書（他の分類に属さな
い文書）、視察対応、概況説明資料、入門証発行申請
書、立入証発行申請書、定期教育、面会受付票、３役
部長等連絡先一覧

１年

修了証書発行台帳 課程廃止の日に
係る特定日以後
１０年



具体例 保存期間
訓令別表第２
の該当項

保存期間満了時
の措置

事項 業務の区分 行政文書の類型

40 (1) 講師派遣 講師派遣に関する文書 講師等派遣依頼、講師等派遣対応、講義資料 １年 － 廃棄

(2) 国内出張 国内出張に関する文書 － 廃棄

(3) 海外出張 海外出張に関する文書 － 廃棄

学費負担証明書 １年

(4) 研究会 研究会に関する文書 研究会報告書、研究会に関する文書 ５年 － 廃棄

招へい者旅行伺、研究会開催計画 ３年

諸謝金等支払調書 １年

(5) 研究成果 ア 特に重要な研究成果報告に関する文書 所指定・基礎研究成果報告書 ２０年 2(1)イ 移管

イ 特に重要な成果報告に関する刊行物 防衛研究所紀要 ３０年 － 廃棄

(6) 部外発表 部外発表に関する文書 部外発表届及び部外発表届確認表 １年 － 廃棄

(7) 研究資料 （図書室の保管する）研究成果に関する資料 ５年 2(1)イ 移管

一般 研究に関する文書（(1)～(7)を除く。） 学会関係資料 ３年 － 廃棄

41 (1) 講師派遣 講師派遣に関する文書 講師派遣依頼、講師派遣調整、講師派遣計画、講義資
料

１年 － 廃棄

(2) 国内出張 国内出張に関する文書

(3) 海外出張 海外出張に関する文書

(4) 研究会 研究会に関する文書 研究会報告書、研究会に関する文書 ５年 － 廃棄

招へい者旅行伺、研究会開催計画 ３年

(5) 研究成果 ア 特に重要な成果報告に関する文書 所指定・基礎研究成果報告書 ２０年 2(1)イ 移管

イ 特に重要な成果報告に関する刊行物 戦史研究年報、フォークランド戦争史、湾岸戦争史 ３０年 － 廃棄

ウ 史資料の保存に係る調査研究に関する文書 史資料の保存に係る調査研究 ５年

エ 成果報告に関する文書 調査研究計画 ３年

オ 成果報告に関する軽易な文書 調査研究調整文書 １年

(6) 部外発表 所外発表に関する文書 部外発表届 １年 － 廃棄

(7) 戦史編さん 特に重要な戦史編さんに関する文書 オーラル・ヒストリー刊行計画 ３０年 － 廃棄

2(1)イ 移管

(8) 調査統計 調査統計に関する文書 レファレンス状況調査統計 １０年 － 廃棄

史料庫利用状況調査統計 ３年

(9) 公開審査 公開審査に関する文書 公開承諾書、公開審査結果 ３０年 － 廃棄

(10) 寄贈受資料 寄贈受資料に関する文書 寄贈受資料 １０年 － 廃棄

(11) ア 歴史的史資料の保存・利用に関する文書 － 廃棄

戦史史料等管理 ３年

イ 広報・報道に関する文書 史料庫見学、報道対応、出版掲載 ３年

広報関係定期報告書 １年

ウ 利用請求に関する文書

エ 検索システムの目録

(12) 一般 戦史に関する文書（(1)～(11)を除く。） 軍事史基礎セミナー、戦史研究センター業務実施計画 ３年 － 廃棄

42 (1)  資料・記録 資料・記録に関する文書 － 廃棄

目黒地区教育部課長会同 １年

(2) 写真 写真に関する文書 写真作業請求書 １年 － 廃棄

(3) 受託教育 受託教育に関する文書 教育訓練履修金支給、留学生会館 ５年 － 廃棄

一般課程受託教育手続、特別課程受託教育手続 １年

(4) ア 教育計画（一般課程）に関する文書 － 廃棄

イ 教育計画（特別課程）に関する文書 研修実施計画、現地研修実施計画 ３年

研究に関する事項

国内出張計画、国内出張報告、出張変更伺、出張中止
報告、国内出張旅行伺

３年

外国出張計画、外国出張報告、出張変更伺、出張中止
報告、外国出張旅行伺

３年

防衛研究所通行証貸出台帳、外国人研修員等立入証管
理簿

返納の日に係る
特定日以後１年

(図書室の保管する)研究資料、講義資料、参考資料、
読書資料

(8)

３部全体会議資料、３部運営会議資料、調査研究支援
依頼

１年

中国安全保障レポート、東アジア戦略概観、安全保障
戦略研究、NIDSパースペクティブ

２０年 2(1)イ 移管

戦史に関する事項

国内出張計画、国内出張報告、出張変更伺、出張中止
報告、国内出張旅行伺

３年 － 廃棄

外国出張計画、外国出張報告、出張変更伺、出張中止
報告、外国出張旅行伺

３年 － 廃棄

公開審査準備資料目録 著作権者確認の
日に係る特定日
以後１年

中期戦史史料編さん計画、年度戦史史料編さん計画、
年度戦史史料編さん成果報告

２０年

オーラル・ヒストリー一次原稿、オーラル・ヒスト
リー音声、オーラル・ヒストリー仮製本原稿、オーラ
ル・ヒストリー関連取得資料

２０年 2(2) 移管

閲覧申込、複写申請、戦史システム情報検索端末利用
申請

１年

戦史システムにおける歴史的史資料の公開史料目録 常用（無期限）

取材関連手続、部隊研修、戦史懇談会、認証アーキビ
スト申請

１年

歴史的史資料の保存・
利用に関する文書

戦史資料のマイクロ化、マイクロフィルム撮影役務事
業に関わる資料、戦史史料のデジタル化、戦史史料の
デジタル化役務事業に関わる資料、デジタル撮影役務
事業に関わる資料、戦史史料等の複写物作成・提供業
者募集要領

５年

マイクロ化撮影作業報告、デジタル化撮影作業報告、
歴史的史資料の整備補修、戦史叢書引用史料目録、部
隊略歴索引史料、戦史史料のマイクロ化（平成２９年
度まで）

１年

歴史的史資料の目録類 史料更新の日に
係る特定日以後
１年

更新終了の日に
係る特定以後１
年

写真データ 組織改廃の日に
係る特定日以後
１年

教育に関する事項 課程運営検討、連携プログラム、情報発信サービス実
施要領

１０年

一般課程研修員論文、一般課程講義資料、特別課程講
義資料、総合職研修講義資料、一般職等研修講義資
料、教育に関する他機関等通知文書

３年

教育部課程一覧（一般課程）、教育部課程一覧（特別
課程）、情報発信サービス会員登録者名簿

課程廃止の日に
係る特定日以後
１年

研修員個人貸与図書一覧表、図書一覧表

研修実施計画（教育支援依頼）に関する調整、現地研
修立入申請、部外者の航空機搭乗

１年

教育計画・研修計画 教育計画大綱、カリキュラム概要、学期研修実施計
画、現地研修実施計画

３年

研修実施計画（教育計画大綱、カリキュラム概要、教
育支援依頼）に関する調整、現地研修立入申請、部外
者の航空機搭乗、一般課程事前教育

１年



具体例 保存期間
訓令別表第２
の該当項

保存期間満了時
の措置

事項 業務の区分 行政文書の類型

ウ 研修計画（総合職研修）に関する文書 研修実施計画（総合職研修） ３年

エ 研修計画（一般職等研修）に関する文書 研修実施計画（一般職等研修） ３年

(5) 教育成果・研修成果 ア 教育成果に関する文書 一般課程教育訓練成果報告、特別課程教育訓練成果報
告

１０年 － 廃棄

イ 研修成果に関する文書 ３年

(6) 講義・講話等 講義・講話等に関する文書 － 廃棄

43 (1) 図書委員会 図書委員会に関する文書 図書委員会実施通知等 １年 － 廃棄

(2) 管理 管理に関する文書 － 廃棄

寄贈受 ５年

図書目録通知、図書購入希望票 １年

(3) 閲覧統計 閲覧統計に関する文書 閲覧統計表 １０年 － 廃棄

44 軽易な意思決定又は業務の記録に係る文書 １年

１

２

３

４

５

６

７

８

一般課程学期研修成果報告、一般課程国外現地研修成
果報告

３年

総合職研修研修教育成果報告、一般職等研修教育成果
報告

一般（本区分は、既存
の事項に当てはまらな
い行政文書を一時的に
整理保存するものであ
り、保存期間表の見直
しを行う際に、本区分
で整理した行政文書が
適切に整理保存される
ように新たな事項を定
め、あわせて行政文書
ファイル等の分類
も定めるものとす
る。）

本区分を適用す
る場合、個々の
行政文書ごとに
訓令別表第２の
該当性を判断す
る。

移管に該当する行政文
書が含まれる行政文書
ファイルは全て移管

一般課程講師派遣依頼、一般課程講師派遣礼状、特別
課程講師派遣依頼、特別課程講師派遣礼状、総合職研
修講師派遣依頼、総合職研修講師派遣礼状、一般職等
研修講師派遣依頼、一般職等研修講師派遣礼状

１年

図書運営に関する
事項 図書原簿 常用（無期限）

図書目録、防衛省図書館関係機関相互貸出票、大学等
図書貸借依頼書、図書貸出カード申込書、図書貸出
カード紛失届、特別利用許可申請書、図書等の管理に
関する運用要領

　細則第１章第２第５項第２号に規定する文書管理情報を記載するに当たっては、第４項各号に該当する保存期間を１年未満とする行政文書の保存期間に同項の該当号を付記するものとする（例：正本が管理されている行政文
書の写しの場合　１年未満(１)）。　文書管理者は、保存期間を１年未満とする行政文書ファイル等であって、第４項各号に該当しないものについて、保存期間が満了し、廃棄しようとするときは、訓令第１７条第５項（歴史公文書等）、第６項（意思決定過程
並びに事務及び事業の実績の合理的な跡付け又は検証に必要となる行政文書）又は第８項（重要又は異例な事項に関する情報を含むものその他の合理的な跡付け又は検証に必要となる行政文書）に該当しないことを確認した上
で廃棄するものとする。この場合において、文書管理者は細則第１章第６第３項第８号に定める期間の中で、どのような類型の行政文書ファイル等について、いつ廃棄したのかを記録し、当該期間終了後速やかに総括文書管理
者（機関等の文書管理者にあっては、機関等主任文書管理者）に報告するものとする。

　前項の規定により１年未満の保存期間を設定する類型の行政文書であっても、重要又は異例な事項に関する情報を含むものその他の合理的な跡付け又は検証に必要となる行政文書については、１年以上の保存期間を設定する
ものとする。

　第４項の保存期間を１年未満とすることができる行政文書の保存期間の起算日は、行政文書の作成又は取得に係る日の翌日とする。ただし、別途、正本が管理されている行政文書の写しのうち次に掲げるものは、保存期間の
起算日を行政文書の作成又は取得に係る日とすることができる。

⑹　意思決定の途中段階で作成したもので、当該意思決定に与える影響がないものとして、長期間の保存を要しないと判断される文書

⑺　保存期間表において、保存期間を１年未満と設定することが適当なものとして、業務単位で具体的に定められた文書（訓令第１７条第１項ただし書の規定により総括文書管理者に協議したものに限る。）

⑴　受信した電子メール

⑵　細則第２章第２第１項第１号の規定により１年未満の保存期間を設定する紙文書

　保存期間の設定に際しては、防衛省行政文書管理規則（平成２３年防衛省訓令第１５号。以下「訓令」という。）第１７条第５項（歴史公文書等）又は第６項（意思決定過程並びに事務及び事業の実績の合理的な跡付け又は
検証に必要となる行政文書）に該当するものを除き、保存期間を１年未満とすることができる。例えば、次に掲げる類型に該当する文書の保存期間は、１年未満とすることができる。

⑴　別途、正本が管理されている行政文書の写し

⑵　定型的又は日常的な業務連絡、日程表等

⑶　出版物や公表物を編集した文書

⑷　所掌事務に関する事実関係の問合せへの応答

⑸　明白な誤り等の客観的な正確性の観点から利用に適さなくなった文書

備考

　本表が直接適用されない行政文書については、文書管理者は、本表の規定を踏まえて分類及び保存期間を定めるものとする。

　第４４の項に掲げる分類は、仮分類での一時的な整理を要する場合（進行中の事務に係る行政文書ファイルをまとめた場合など）に用いるものとする。「行政文書ファイル」は年度ごとにまとめることを原則としていること
を踏まえ、文書管理者は、年度末の時点で仮分類により整理した行政文書ファイル等について、その記載内容を確定させるものとする。

　複数の文書管理者が同じ行政文書を保有することとなる場合において、防衛省行政文書管理細則（防官文第６１４７号。令和４年３月３０日。以下「細則」という。）別紙の第１章第２第５項第７号又は同項第８号に基づき
一元的な管理に責任を有する文書管理者以外の文書管理者は、業務上の必要性に応じ、当該行政文書に、より短い保存期間（１年未満を含む。）を定めることができる。

３年

一般（当該部課等
の職員に共通する
業務をいう。）


